
令和３年度厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

県民栄養調査における食物摂取頻度調査法を用いた食事調査における協力率 

研究代表者 瀧本秀美（国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所 国立健康・栄養研究所

栄養疫学・食育研究部） 

研究分担者 黒谷佳代（昭和女子大学 生活科学部 健康デザイン学科） 

研究協力者 松本麻衣、田島諒子（国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所 国立健康・

栄養研究所栄養疫学・食育研究部） 

研究要旨 

 国民健康・栄養調査への協力者数は経年的に減少しており、協力率の向上に向けた取

り組みが必要とされている。また、国民健康・栄養調査における評価精度を向上していくう

えでも、習慣的な摂取量を評価していくことを考慮することも重要である。そこで、本研究

では、非対面式調査による食事調査方法であると共に習慣的な栄養素摂取量が推定可

能である食物摂取頻度調査法を実施した場合の協力率を検討した。 

  「国民健康・栄養調査と同様のサンプリング方法で対象者を抽出する」かつ「令和３年

に県民栄養調査を実施する都道府県である」という２つの条件を満たした兵庫県民栄養

調査における 20歳以上の成人 2259 名を対象とした。栄養素摂取量を推定するための食

物摂取頻度調査票は、過去 1 年間の食事を評価する食物摂取頻度調査票（短縮版）を

使用した。 

  世帯別の協力率は 42.9％、個人単位での協力率は 55.3％であった。年齢階級別の

協力率は男女ともに 20 歳代で最も低く、男性では、50 歳代、30 歳代、80 歳以上と続き、

女性では 80 歳以上、30 歳代、50 歳代と続いて低い状況であった。 

 国民健康・栄養調査と同様、若年成人における協力率が低い一方で、国民健康・栄

養調査とは異なり 80 歳以上でも協力率が低かった。今後は、世帯構成などを考慮した上

で、国民にとって回答しやすい食事調査方法のさらなる検討が必要である。 

Ａ．研究目的 

  国民健康・栄養調査は、健康増進法に

基づき、国民の身体の状況、栄養摂取量及び

生活習慣の状況を明らかにし、国民の健康の

増進の総合的な推進を図るための基礎資料を

得ることを目的として、身体状況調査、栄養摂

取状況調査、生活習慣調査が毎年実施され

ており、国の施策におけるモニタリングにも数

多く利用されている(1-3)。しかし、国民健康・栄

養調査への協力者数が減少していることを、

昨年度我々は報告しており(4)、協力率の向上

に向けた取り組みが必要とされている。 

さらに、国民健康・栄養調査における食事

調査は対面式による食事記録法を採用してお
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り、今般の COVID-19 感染拡大により、令和２

年及び令和３年と２年続けて中止となったこと

を踏まえると、今後起きうる不測の事態に備え

て、非対面式の食事調査での実施を模索して

いく必要もある。なお、諸外国においては、栄

養素摂取量の個人内変動を考慮した習慣的

な摂取量を把握することを目的として、対面式

である 24 時間思い出し法と非対面式である食

物摂取頻度調査を組み合わせて実施している

国が増加しており(5)、今後、国民健康・栄養調

査における評価精度を向上していくうえでも、

食事記録法以外の調査方法により、習慣的な

摂取量の評価を検討することも重要であると考

えられる。そこで、本研究では、非対面式調査

による食事調査の実施可能性を検討する目的

で、非対面式調査であり、習慣的な食事摂取

量を評価することが可能である食物摂取頻度

調査法を実施した際の協力率を検討すること

とした。 

 

Ｂ．研究方法 

1) 研究デザインおよび対象者 

 「国民健康・栄養調査と同様のサンプリング

方法で対象者を抽出する」かつ「令和３年に県

民栄養調査を実施する都道府県である」という

２つの条件を満たした兵庫県民栄養調査の対

象者のうち、20 歳以上の成人 2259 名を本研

究の対象者とした。兵庫県民栄養調査の対象

は、平成 22 年の国勢調査区から層化無作為

抽出した 19 地区の全世帯のうち、国民健康・

栄養調査と同様、世帯主が外国人である世帯

及び 3 食ともに集団的な給食を受けている世

帯を除いた全世帯の世帯員であり、１歳未満

の者、疾病等の理由により通常の食事をしな

い者及び調査期間を通じて調査対象世帯に

在住していない者は除外されている。令和 3

年兵庫県民栄養調査は、令和 3 年 11 月から

12月の間に実施され、20歳以上の者に対して

は、2 種類の自記式質問票（食物摂取頻度調

査票及び食生活アンケート）が実施された。ま

た、一部の参加者には 2日間の食事記録法並

びにスポット採尿が実施された。性、年齢、家

族の人数については、兵庫県が事前に情報を

得た。 

（倫理面への配慮） 

 本研究は、ヘルシンキ宣言に規定されたガイ

ドラインに従って実施され、国立研究開発法人

医薬基盤・健康・栄養研究所国立健康・栄養

研究所研究倫理審査委員会の承認を得た（承

認番号 健栄 164）。なお、対象者には、書面

による説明を実施し、インフォームドコンセント

を得た。 

 

2) 食物摂取頻度調査票 

 習慣的な栄養素摂取量を推定するための食

物摂取頻度調査票は、過去1年間の食事を評

価する食物摂取頻度調査票（短縮版）を使用

した(6)。食物摂取頻度調査票（短縮版）は、食

物摂取頻度調査票（詳細版）(7)をもとに開発さ

れ、66 品目の食品・飲料の摂取頻度や摂取

目安量及び食習慣などを尋ねる 94 の質問か

ら構成される 10 ページの調査票である。エネ

ルギーおよび 53 の栄養素、11 の食品群の摂

取量の推定値は、日本食品標準成分表 2015

年版に基づいて算出される。食物摂取頻度調

査票（短縮版）の妥当性は、40～74 歳の男女

240名を対象とした 12日間の秤量食事記録法

による食事摂取量との比較により検討されてお

り、53の栄養素の相関係数の中央値は男性で

0.46、女性で 0.44 であることが報告されている

(6)。 

 

78



3) 集計方法 

食物摂取頻度調査への協力率は、性・年齢

階級別（20-29 歳、30－39 歳、40－49 歳、50-

59歳、60-69歳、70-79歳、80歳以上）に集計

した。さらに、性・年齢階級・家族の人数別（1

人暮らし、2 人、3 人以上）の食物摂取頻度調

査への協力率を集計した。 

 

Ｃ．研究結果 

  世帯別の協力率（世帯の中で 1人でも食物

摂取頻度調査票に参加した者がいる）は、

42.9％（459 世帯/1069 世帯）であった。また、

個人の協力率は 55.3％（903 人/1633 人）であ

った。 

性・年齢階級別の協力率を図１に示す。協

力率は男女ともに 20 歳代で最も低かった（男

性：34.5％、女性 30.6％）。さらに、男性では、

50 歳代（41.6％）、30 歳代（52.8％）、80 歳以

上（54.3％）と続き、女性では 80 歳以上

（41.7％）、30 歳代（52.2％）、50 歳代（52.8％）

と続いた。 

 世帯人数・年齢階級別の協力率を男女別に

図２及び図 3 に示す。20 歳代においては、男

性では３人以上の世帯に属する者の協力率が

低かった一方で、女性では 1 人暮らしの者の

協力率が低く、3 人以上の世帯に属する者の

協力率が高かった。男性では、30 歳代および

40 歳代では一人暮らしの協力率が高かったが、

60 歳代以降は、2 人暮らしの者の協力率が高

かった。一方、女性では、30 歳代では 2 人暮

らしの者の、40 歳代では 3 人以上の世帯に属

する者の協力率が最も低かったが、50 歳代以

降は世帯人数によって協力率に大きな変化は

なかった。 

 

Ｄ．考察 

  本研究では、国民健康・栄養調査と同様の

サンプリング方法で対象者を抽出した県民栄

養調査における、非対面式調査法である食物

摂取頻度調査法への協力率を検討した。 

世帯協力率は、42.9％であり、最新の令和

元年国民健康・栄養調査の栄養摂取状況調

査への世帯協力率 54.4％よりは低かった。し

かし、個人別の協力率は 55.3％と世帯協力率

より高く、これは世帯の代表者とコンタクトでき

れば、他の世帯員からも調査協力を得られると

いう世帯単位の調査の利点によるものと考えら

れる。したがって、世帯単位の調査はより多く

の協力人数を集める手段の 1 つとして有用で

あることが示唆された。 

年齢階級別に協力率をみると、昨年度報告

した国民健康・栄養調査の協力状況の結果と

同様に(4)、男女ともに 20 歳代で低かった。一

方で、国民健康・栄養調査の協力状況の結果

と異なり(4)、80 歳以上で低い傾向が示された。

80 歳以上での協力状況が異なった要因の 1

つとして、主に世帯で食事を用意する者が世

帯全員分の食事を記録する比例案分法を用

いた食事記録法を使用している国民健康・栄

養調査と異なり、食物摂取頻度調査票は個人

の自記式であることがあげられるかもしれない。

食事調査において、協力率を上げるために必

要な要因として、受容性が高く、答えやすいこ

とがあげられる(8)。今回使用した食物摂取頻度

調査票は 10 ページに及び、94 項目のマーク

式調査票である。80 歳以上の者においては、

94項目のマーク式調査票に回答するのは難し

かった可能性がある。ただし、食事調査法の

違いにより回答率を検討したこれまでの諸外

国の先行研究においても、80 歳以上を対象に

した研究はなく、今後さらなる検討が必要と考

えられた。また、80 歳以上における世帯人数
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別の結果をみると、男性では 3 人以上の世帯

に属する者の協力率が最も低く女性では世帯

人数に関係なく約 40％程度であった。国勢調

査の結果によると、85 歳以上の男性の約半分

が 3 人以上の世帯であり、国民健康・栄養調

査では、3人世帯に属する 80歳以上の者の男

性の多くは、記録者ではないことが多いことが

原因かもしれない。ただし、これまで、国民健

康・栄養調査における栄養摂取状況調査の記

録者は把握されていない。栄養摂取教協調査

の協力率向上のためにも、世帯人数や世帯構

成と食事記録法の記録者の関連を検討し、年

齢により回答しやすい食事調査の形態を検討

する必要がある。 

また、男女ともに 30 歳代および 50 歳代の

協力率が低かった。食事調査への協力を得ら

れやすい要因として、短時間で完遂できること

が報告されている(8)。また、諸外国の先行研究

において、Web ツールによる食事記録法およ

び食事歴質問票を用いた食事調査に回答し

なかった主な理由は「時間がなかったため」で

あることが報告されている(9)。30歳代及び50歳

代は有業率が高いだけでなく、家事や育児、

さらには看護の時間が長いことが報告されて

いる (10)。諸外国の先行研究によると、長時間

労働や女性の社会進出が進み、協力率低下

がみられることから生活習慣に見合った形で

調査を実施するために 24 時間入力可能な

Web ツールによる食事調査の検討を行った報

告がある(11)。日本においても、女性の有業率

の上昇は報告されており、特に 30代から 50代

での上昇率が高い(10)。これらは、本研究にお

ける 30 歳代並びに 50 歳代の協力率が低かっ

たことと関連性があると考えられた。今後、30

歳代や 50 歳代でも回答しやすい食事調査の

方法について検討していく必要があることが示

唆された。 

本研究にはいくつか限界点がある。1 つ目

に今回の調査の実施期間は、COVID－19 に

よる緊急事態宣言が解除された後ではあった

ものの、感染が収まった状況ではなく、令和元

年までの国民健康・栄養調査が実施されてき

た状況とは異なっていたため、単純に結果を

比較できない可能性がある。2 つ目に、本対象

者は、国民健康・栄養調査と同様のサンプリン

グ方法により抽出されているが、あくまで 1 つ

の県における調査であることに留意する必要

がある。 

 

Ｅ．結論 

 非対面式調査法である食物摂取頻度調査

法の協力率を検討したところ、協力率は 20 歳

代で最も低く、30 歳代、50 歳代並びに 80 歳

以上の者でも低い状況であることが明らかとな

った。今後は、世帯構成などを考慮した上で、

国民にとって回答しやすい食事調査方法のさ

らなる検討が必要である。 
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図１ 性・年齢階級別の協力率 
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図２ 男性における世帯人数・年齢階級別の協力率 

図３ 女性における世帯人数・年齢階級別の協力率 
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